
貸 借 対 照 表 

（２０２０年３月３１日現在） 

 

（単位：千円） 

科  目 金  額 科  目 金  額 

（ 資 産 の 部 ） 

流 動 資 産 

預 金 

立 替 金 

未 収 入 金 

前 払 費 用 

 

固 定 資 産 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

長 期 前 払 費 用 

敷 金 及 び 保 証 金 

 

 

20,984,789 

6,212,148 

14,583,533 

168,018 

21,088 

 

168,463 

168,463 

144,503 

11,154 

12,804 

 

 

 

（ 負 債 の 部 ） 

流 動 負 債 

買 掛 金 

未 払 金 

未 払 法 人 税 等 

預 り 金 

前 受 収 益 

固 定 負 債 

預 り 保 証 金 

繰 延 税 金 負 債 

 

20,621,414 

20,362,438 

232,711 

2,578 

489 

23,197 

57,941 

13,687 

44,253 

負 債 合 計 20,679,356 

（純資産の部） 

株 主 資 本 

資 本 金 

利 益 剰 余 金 

そ の他 利益 剰余金 

繰 越 利 益 剰 余 金 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

 

373,647 

255,000 

118,647 

118,647 

118,647 

 

100,250 

純 資 産 合 計 473,897 

資 産 合 計 21,153,253 負 債 ・ 純 資 産 合 計 21,153,253 

 

 

 

 

 

 



損 益 計 算 書 

(２０１９年４月 １日から

２０２０年３月３１日まで) 
（単位：千円） 

科  目 金  額 

営 業 収 益 

包括信用購入あっせん収益 

そ の 他 の 営 業 収 益 

金 融 収 益 

営 業 費 用 

販売費及び一般管理費 

営 業 利 益 

営 業 外 収 益 

営 業 外 費 用 

経 常 利 益 

税 引 前 当 期 純 利 益 

法人税、住民税及び事業税 

当 期 純 利 益 

 

1,595,087 

613,920 

3,899 

 

 

 

2,212,908 

 

2,203,031 

 

2,203,031 

 9,876 

0 

16 

 9,859 

 9,859 

3,278 

 6,581 

 

 

 

 

 

 

 



株主資本等変動計算書 

(２０１９年４月 １日から

２０２０年３月３１日まで) 
 

（単位：千円） 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
資本金 

利益剰余金 

株主資本

合計 

その他有

価証券評

価差額金 

評価差額

金等合計 

その他利

益剰余金 

利益剰余

金合計 繰越利益 

剰余金 

当期首残高 255,000 112,065 112,065 367,065 - - 367,065 

当期変動額        

当期純利益  6,581 6,581 6,581   6,581 

株主資本以

外の項目の

当期変動額

（ 純 額 ） 

    100,250 100,250 100,250 

当期変動額

合 計 
- 6,581 6,581 6,581 100,250 100,250 106,831 

当期末残高 255,000 118,647 118,647 373,647 100,250 100,250 473,897 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



個 別 注 記 表 

 

１． 計算書類の作成の基礎に関する注記 

 

本計算書類は、ライフカード株式会社及び三井住友信託銀行株式会社へ提出するために、会社計算規

則（ただし、同規則第９８条第２項第１号を適用する。）及び我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に基づいて作成されており、したがって、それ以外の目的には適合しないこと

があります。 

本計算書類の作成に当たり採用した重要な会計方針は、以下のとおりであります。 

 

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により 

処理し、売却原価は移動平均法により算出しております。） 

 

２．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。 

 

３．収益の計上基準   包括信用購入あっせん収益は加盟店との立替払契約履行時に計上しており 

ます。 

 

４．消費税等の会計処理 消費税および地方消費税の会計処理方法は、税抜方式によっております。 

なお、固定資産に係る控除対象外消費税等は、「投資その他の資産」の「長

期前払費用」に計上し、５年間で均等償却しております。 

 

３．株主資本等変動計算書に関する注記 

 

当事業年度末の発行済株式の種類及び総数 普通株式 5,100株 

 

 


